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１ ．は じ め に
　国土交通省成長戦略会議（2₀₀₉年１₀月～2₀１₀年 5 月）において，航空輸送分野ではアジアを中心
に世界からのヒト・モノ・カネの取り込みを目指すべく，航空自由化交渉の推進をはじめ， ₆つ
の政策提言が示された．そして，航空輸送の下部施設をなす空港については，上下一体化を基本
とした上で，民間の資金とノウハウを利用し，｢整備｣ に重点を置いた政策から「運営」に重点を
置いた政策に移行する旨が提唱された．これを受けて，2₀１１年 ₆ 月には PFI 法が改正され，空港
の運営権を一定の期間民間に譲渡する「コンセッション」の導入が実現し，民間からのサービス
内容の提案や民間による施設の料金決定等も可能になった．
　続いて，2₀１₀年１2月から開始された「空港運営のあり方に関する検討会」では，既に関西国際
空港との経営統合が予定されている大阪国際空港を除いた国管理空港2₇空港の改革が議論され，
2₀１１年 ₇ 月には『空港経営改革の実現に向けて』が発表された．ここでは，空港運営改革をめぐ
る今後の方向性として①航空系事業（滑走路，誘導路，エプロン等）と非航空系事業（空港ターミナ
ルビル等）の上下一体化の促進，②民間の知恵と資金の導入，およびプロの経営者による空港運
営，③空港運営の関する意見の公募と地域の視点の取り込み，④プロセス推進のための民間の専
門的知識・経験の活用の 4つの基本原則が打ち出された．
　これらの方向性のもと，現在，わが国の空港では航空系事業と非航空系事業の上下一体化とあわ
せ，コンセッションを活用した民間への運営委託をすすめる取り組みが活発にすすめられている1）．
１ ）　なお，これらの空港運営改革の方針を裏付けるための法的措置として，2₀１3年 ₇ 月に ｢民間の能力
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例えば，2₀１5年１１月には東急電鉄・前田建設・豊田通商など 5 社から構成されるコンソーシア
ムが仙台空港の運営権を取得し，2₀１₆年 ₇ 月から「仙台国際空港株式会社」として空港の運営
が開始された．他方，2₀１5年１2月には関西国際空港・大阪国際空港の運営権が ORIX と VINCI 
Airports S.A.S を中核とするコンソーシアムに売却され，2₀１₆年 4 月から「関西エアポート株式会
社」の運営が行われている．高松空港と福岡空港は民間への運営権売却に向けた具体的なスケ
ジュールを発表し，広島空港や北海道内 4空港（新千歳空港・函館空港・釧路空港・稚内空港）も民
間への運営権売却に向けて検討を重ねている．
　このように空港政策の重点が従来の「整備」から「運営」に方針を転換するに至った背景とし
ては，第 １に，配置的側面からみた全国的な空港の整備が終焉を迎え，従来の量的重視から質的
重視への転換が求められていること，第 2に，近隣諸国における空港整備の進展や空港間競争の
拡大によって，わが国の空港にも旅客・貨物双方の需要の拡充や国際競争力の向上が必要とされ
ていること，第 3に，グローバル化，情報・知識社会化をはじめ，社会経済システムが変容をき
たしつつあるなかで，多様化・高質化の傾向にある利用者のニーズに対応しなければならないこ
との 3点があげられる（引頭（2₀１１），小熊・塩見（2₀１3））．
　しかしながら，今日，空港を取り巻く経営環境において改革を遂行するにあたっては，運営権
の委譲期間の設定，公民間のリスク分担の範囲，料金に対する規制介入，空港の売れ残りへの対
応など様々な課題が存在する（田邉（2₀１3））．とくに，民間への運営権の委譲は公的所有による費
用最小化インセンティブの欠如の除去が期待される一方で，利潤最大化行動から生じる投資イン
センティブの欠落や運営権の分散による取引費用の上昇等の問題を兼ね備えているから，これに
よって運営効率がどの程度改善されるのか否かは改革の行方を担う上で重要なテーマである．
従って，現時点で各空港がどの程度の効率性を発揮し，時系列でそれらがどのような変化を辿っ
ているのかを定量的に評価することは，改革の全体的および個別的方策を探る上での貴重な指針
となり，空港の運営に関わる国にとっても注視される指標の １つとなり得る．
　本論文は，2₀１2～2₀１4年度の国管理空港2₆空港のパネルデータから，DEA（Data Envelopment 
Analysis：データ包絡分析法）に基づいて空港ごとの効率性評価と効率性の時系列的変化について
計測し，民間への運営権売却を中心とした今後の空港運営改革に対する政策的含意を導出するこ
とが目的である．本論文の構成は以下の通りである．はじめに 2では，DEA による空港の効率性
評価に関わる先行研究を整理し，本論文の位置付けを示す．次に 3では DEA の内容と分析方法に
ついて述べ，Malumquist 指標に基づいた効率性の時系列的評価についての詳細を明らかにする．
を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）｣ が施行された．同法では，国管理
空港のほか地方管理空港でも国管理空港と同様に，民間が特定運営事業を実施する場合の航空法・空
港法の特例を定めており，これによって地方管理空港においても空港の運営を民間に委託することが
可能になっている．
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4 では分析に用いる国管理空港2₆空港のデータの概要を明らかにし，各年度別での計測結果と効
率性の時系列的変化について述べる． 5ではまとめと本論文の政策的含意，および今後の分析課
題に関して検討する．
2．先行研究の整理
　DEA とは，経営体や事業体などの意思決定主体（Decision Making Unit: DMU）の効率性を評価
する際に用いられる分析手法で，異なる複数の種類・単位の入出力項目が存在する際に各々の
DMU 間における効率性の相対的評価を行う分析である．
　DEA を利用してわが国の空港に対する効率性の評価を試みた研究としては，Yoshida ＆
Fujimoto（2₀₀4）が DEA と EW-TFP という 2つの分析手法をもとに2₀₀₀年度における₆₇空港の
技術的効率性を評価し，本土に立地する旧第三種空港および１₉₉₀年代以降の開設空港が非効率を
きたしていると述べている．尾関（2₀₀₈）は Malumquist 指標を利用しながら１₉₉₇～2₀₀3年度の
わが国の地方空港（旧第 2種空港・旧第 3種空港・その他飛行場）54空港の技術的効率性を評価し，
得られた DEA 効率値をもとに OLS 回帰による要因分析を試みている．分析の結果，54空港全体
で年平均 １ ％の効率性低下がみられ，それらの要因として，東京国際空港便の便数低下を指摘し
ている．横見（2₀₀₈）は，日英2₇空港の技術的効率性に関する比較評価を試行し，上下一体化の推
進と非航空系事業の効率化を提起している．
　海外の空港を対象とした研究では，横見（2₀₀3）が１₉₇5～2₀₀１年度の2₇年間にわたる英国の
BAA（British Airport Authority）₈空港の技術的効率性の変化について Malumquist 指標を用い
て評価し，１₉₈₇年の空港民営化後 ₈空港の効率性が平均的に上昇していることを示している．
Maeques（2₀１１）は2₀₀１～2₀₀₈年度を対象にポルトガルの ANA（ANA-Aeroportos de Portugal SA）
管理空港にファロ，リスボン，ポルトを加えた 4つの空港の技術的効率性の変化を Malumquist
指標により分析し，１₉₉₉年の ANA 民営化以後，INAC（Instituto Nacional de Aviacao Civil）の経
済的規制が敷かれている影響から，ANA 管理空港グループの平均効率性が低迷しているとの結果
を導出している．Hon Kan Tsui, et al.（2₀１4）は2₀₀2～2₀１１年度のアジア・太平洋地域における
大都市圏拠点空港2１空港の技術的効率性の変化を Malumquist 指標をもとに考察し，香港やブリ
スベン等 ₆空港の平均効率性が最も高く，その一方で，仁川，クアラルンプール，シンガポール
の 3空港の効率性は改善していないと述べている．Ülkü（2₀１5）は2₀₀₉～2₀１１年におけるスペイ
ン4１空港とトルコ32空港の技術的効率性を RAM モデル（Range Adjusted Measure Model）で評価
し（マドリード空港・イスタンブール空港は除外），バルセロナをはじめとするスペインの 4空港のみ
平均効率性スコアが最大となり，それ以外の空港は効率性スコアに達していないと評価している．
　このように，DEA を活用した空港の効率性評価に関する研究は海外を中心に様々な計測事例が
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出されている．しかし，わが国の空港を対象とした研究は少なく，Yoshida ＆ Fujimoto（2₀₀4），
尾関（2₀₀₈），横見（2₀₀₈）以外は管見の知る限り存在しない．本論文はこれらの研究に続くもの
で，とくに現在運営改革が推進されている国管理空港2₆空港を対象に時系列で効率性評価を試み
るものである．また，本論文ではこれまでデータ整備上の関係から取り扱われてこなかった財務
関係指標を新たな変数として組み込み，技術的効率性と配分効率性を同時に計測することによっ
て，新たな分析指標の提示と評価の導出につなげることができる．
3．DEA による計測方法と分析
3.1　DEAの内容と分析のアプローチ
　DEA は DMU の効率性を入力・出力の比を用いて，比率尺度で相対的に計測する手法である．
具体的には，入力と出力の比率尺度を DMU 別に求め，最も高いパフォーマンスを示した DMU
からなる ｢効率性フロンティア｣ をベンチマークとし，他の DMU の効率性を測るものである．
DMU の効率値θは， ₀≦θ≦ １の範囲であらわされ，効率性フロンティア上に属する DMU はθ
＝ １で（＝効率的），それ以外の DMU はθ < １  （＝非効率）で表記される．
　なお，このような効率性の評価において，DEA に代わるもう １つの分析手法としてあげられる
のが ｢確率的フロンティア分析法（Stochastic Frontier Analysis: SFA）｣ である．SFA は計量経済
学の手法を用いてあらかじめ費用関数および生産関数を推計し，平均像から DMU 各々の乖離の
程度を分析する．これに対して DEA は関数形を仮定せず，線形計画法という手法を利用し，与え
られたデータに基づきながら効率性フロンティアを描き，効率性フロンティアから各 DMU 間の
距離を推定する．
　DEA の利点として①入力・出力のデータさえ揃っていれば，多入力・他出力であっても評価す
ることが可能な点，② SFA のように生産関数や費用関数を特定化しておく必要がない点，③比較
的少数のサンプルでも評価できる点，④非営利組織や政府の諸活動をはじめ費用最小化を前提と
していない活動に対しても適用できる点が指摘される．その一方で，SFA のように誤差項を考慮
しない関係から，測定値にバイアスがかかりやすく，統計的な仮説検定が行えない欠点がある．
しかし，SFA の利点は DEA の欠点である一方で，DEA の利点は SFA の欠点でもあるため，本
論文で対象とする空港のような単位の異なる複数の産出項目からなり，活動の目的が必ずしも利
潤最大化のみによっていない事業の分析にあたっては SFA よりも DEA の方が適した分析方法で
ある．
　DEA は ｢規模に対する仮定｣ と ｢指向性の仮定｣ に基づいてモデルが構築される．前者に関し
ては，｢規模に対して収穫一定とするモデル（Constant Returns to Scale Model: CRS モデル）｣ と
｢規模に対して収穫可変とするモデル（Variable Returns to Scale Model: VRS モデル）｣ がある．後
DEAによる国管理空港の効率性評価（小熊） 59
者については，出力水準を変えずに効率性フロンティアに移動するために削減すべき入力水準を
把握する ｢入力指向型モデル（Input-oriented Model）｣ と入力水準はそのままで効率性フロンティ
アに移動するために増やすべき出力水準を把握する ｢出力指向型モデル（Output-oriented Model）｣
の 2つがある．
　本論文では，CRS の出力指向型モデルを適用し分析をすすめる．はじめに，出力指向型モデル
を採用した理由は，本論文の目的が民間への運営権売却を前提とした空港運営改革に対する政策
的含意の導出に重点を置いているため，所与の出力水準で効率性フロンティアに移動するための
距離を推計する入力指向型モデルよりも，所与の入力水準で DMU がどの程度の効率性を確保し
ているのかに着目する出力指向型モデルの方が本論文の目的に適っているからである．
　次に，CRS モデルを選択した理由は，第 １に VRS モデルで描かれる効率性フロンティアは規模
に対する収穫可変を反映しており，フロンティアからの各 DMU の距離は CRS モデルの場合と比
較して小さいか，ほとんど変わらないかのどちらかである2）．そのため，得られた計測結果はバイ
アスを含んだものになりやすいからである．第 2に，後述する Malumquist 指標では，ある時期
ともう一つの時期の生産性の変化に対し，DEA を用いて距離関数を測定するが，各期間の効率的
フロンティアは規模に対して収穫一定で，フロンティアは相互に交差しない（＝ある時期の技術変
化による規模の変動はもう一方の時期の効率的フロンティアに影響を与えない）という仮定をおいて
いる（Tatje ＆ Lovell（１₉₉5））．このことから，分析の整合性をとるために，CRS モデルの適用が
望ましいからである．
　第 3に，空港の規模の経済性の有無については，英国の空港を対象に分析を実施した Doganis
（１₉₉2）が年間旅客取扱数１₀₀～１5₀万人の空港において規模の増加に伴う急激な費用逓減がみられ
る一方で，3₀₀万人以上の空港では規模に対する収穫が一定に変化するとしている（横見（2₀₀3））．
本論文で分析対象とする国管理空港2₆空港の2₀１2～2₀１4年度の旅客取扱数は，年間平均₆１１万人に
上っており，規模に対する収穫が一定になる3₀₀万人を大幅に上回っている．なお，2₆空港のなか
には稚内や札幌丘珠のように年間取扱旅客数が平均１₆万人で推移している空港もみられるが，
VRS モデルではこのような全体平均から大きくかけ離れた DMU を高く見積もって評価してしま
う可能性があるため，計測結果に誤差が生まれやすい．このため，VRS モデルよりも CRS モデル
の採用が支持される．
3.2　分 析 方 法
　CRS モデルは Charnes, A., Cooper, W. W. ＆ E., Rhodes（１₉₈4）によって提唱されたモデルで，
2）　従って，VRS モデルの場合，各 DMU の効率値は CRS モデルと比べて １ に近くなることが指摘さ
れている．
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CCR モデルと呼ばれることもある．いま，DMU の n 個の活動のなかで，対象となる活動を代表
的に o とし，DMUo とする（o = １, 2 …, n）．m 個の入力と s 個の出力があるとき，DMUo の入力
データを x１o, x2o …, xmo, 出力データを y１o, y2o …, yso, とあらわす．入力につけるウェイトと出力に
つけるウェイトを各々vi（i ＝１, …, m），ur（r ＝１, …, s）とし，次の分数計画問題を定める．
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v１, v2, v3  …, vm ≥ ₀  （ 3）
u１, u2, u3  …, u s ≥ ₀  （ 4）
　（ 2）～（ 4）の制約式は，ウェイト v i とウェイト u r を付した仮想的入力と出力の比を n 個の活
動全てについて １以下に抑えるという意味を示しており，その上で，（ １）式にあらわす活動 o の
比率尺度 θを最大化するように v i と u r を決めるものである．θの最大値 θ＊は １ である．
　他方，（ １）～（ 4）式は目的関数も制約関数も分数関数である．従って，そのまま最適解を求め
るには複雑な計算を伴うので，同式を以下の線形計画問題に置き換える．
Maxθ＝ u１  y１  + u2  y2o  + u3  y3o  + … + u s  y s o （ 5）
s.t.　v１  x１o + v2  x2o + v3  x3o + … + vm  xm o = １  （ ₆）
u１  y１ j  + u2  y2 j  + u3  y3 j  + … + u s  y s j ≤ v１  x１ j + v2  x2 j + v3  x3 j + … + vm  xm j（ j = 1, ︙ , n） （ 7 ）
v １, v 2, v 3  …, vm ≥ ₀  （ ₈）
u１, u2, u3  …, u s ≥ ₀  （ ₉）
この線形計画問題を解くことで得られる最適解を（v＊, u＊）とし，目的関数値を θ＊とする．そし
て，θ＊＝ １ ならば，DMUo は効率的，θ＊＜ １ ならば DMUo は非効率である．
なお，最適解（v＊, u＊）は DMUo に対する最適ウェイトである．このときの比率尺度は，
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である．（ ₆）式により，分母は １なので，
∑
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である．最適ウェイト（v＊, u＊）は ｢加重入出力値｣ とも言い換えられ，DMUo の入力と出力の比
率尺度のなかでどの項目が最も高く評価されているかを表現している3）．
　ところで，θ＊の時系列的変化を測定する場合，各年別に θ＊を計測する方法では時間の経過に伴っ
て技術進歩が発生するため，θ＊は後年に近づくほど上昇する（横見（2₀₀3）, 尾関（2₀₀₈））．その
結果，多くの DMU が θ＊＝ １ に近似し，推定結果に誤差が生じてしまう．また，θ＊の変化要因に
ついては真に効率性が変化したためによるのか，技術が進歩したためによるのか，θ＊の推移を追っ
ていくだけでは判断することができない．
　Malumquist 指標は，時系列データをもとに DMUo の効率性と技術変化を分離し，全体の効率
性変化を計測するために開発された指標で，これによって得られた値を把握することで以上のよ
うな問題に対応できる．
　t 期における DMUo の θ＊を θ＊ = ）,（ tototo yxF ，t + １ 期における θ＊を θ＊ = ）,（ 11 totoo yxF ++1t + とす
る．生産は t 期と t + １ 期の間で展開されるものとし，t 期の技術で t + １ 期の技術を評価すれば，
）,（
）,,（
11
11
t
o
t
o
t
ot
o
t
o
t
o
tt
oo
yxF
yyxxM
++
）,（ tototo yxF
++ =  （１2）
Malumquist 指標は t 期と t + １ 期の技術に基づき，両者の幾何平均から全体効率性の変化を評価
する．それは（１2）式を下記の通り分解することによって得られる．
）,（
）,,（
11
11
t
o
t
oot
o
t
o
t
o
t
oo
yxF
yyxxM
++1t +
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++ =
）,（ 11 totoo yxF
++t
）,（ totoo yxF）,（ 11 totoo yxF ++1t + 1t +
）,（ totoo yxF t
1/2
 （１3）
右辺第 １項は効率性の変化，第 2項は技術変化である．すなわち，t 期と t + １ 期の全体効率性の変
化は，効率性と技術変化の積　 ）,,（ 11 totototoo yyxxM ++ ）×,,（ 11 totototo yyxxEC ++ ）,,（ 11 totototo yyxxTC ++=
）,,（ 11 totototoo yyxxM ++ ）×,,（ 11 totototo yyxxEC ++ ）,,（ 11 totototo yyxxTC ++= で表記される．
4．分析データの概要と分析結果
4.1　分析データ
　本論文で用いるデータは，2₀１2～2₀１4年度の国管理空港2₆空港のパネルデータである．2₆空港
の内訳は，2₀１１年の時点で既に関西国際空港との経営統合が決定していた大阪国際空港を除く国
管理空港１₉空港と共用空港 ₇空港である．
　ところで，空港の生産活動は，航空系事業と非航空系事業の垂直的な 2つの事業部門が上下一
3）　仮想的入力 v＊x i o と出力 y＊y i o の各項目の値は，各々仮想的入力∑
=
io
m
i
i xv
1
＊
，出力∑
=
ro
S
i
r yu
1
＊
の比重から
把握することができる．この値は仮想的入力と出力のどちらからでも検証できるが，v＊は入力データ
の単位の取り方によって変動するため，前者の方が比重をみるのに適している．
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体となって展開されている．しかし，従来，会社管理空港以外の空港は原則上下分離で別個の事
業体によって運営されており，資本，労働，原材料，コストに関わる統一的な情報が得にくく，
分析の対象は航空系事業か非航空系事業かのいずれかに一方に主眼を置くことを余儀なくされて
いる．
　以上のような制約条件を加味しつつ，本論文では，現在推進されている空港運営改革に対する
政策的含意を導出するために，空港の上下一体化を仮定し，空港が 3種類の投入項目から 4種類
の産出項目を生産しているとの前提をとる．具体的には，Yoshida ＆ Fujimoto（2₀₀4）や Hon 
Kan Tsui, et al.（2₀１4），ならびに Ülkü（2₀１5）などの先行研究の内容をふまえ，投入項目に滑走
路面積，空港ターミナルビル延床面積，航空系事業と非航空系事業の年間営業支出（人件費を含
む）の単純合計額を選択している（図 １参照）．ここで，運営支出の項目において人件費を独立し
た項目として取り扱わなかった理由は，航空系事業の場合は，国土交通省の国管理空港収支試算
結果から2₆空港全ての人件費を把握することができるが，非航空系事業に関しては，各空港の空
港ターミナルビルの事業報告書において ｢販売費および一般管理費｣ として処理されており，費
用の細部まで判別がつかないためである．産出項目は，空港利用者数としての旅客取扱数・貨物
取扱量と発着回数の代理指標としての着陸回数，航空系事業と非航空系事業の年間営業収入の単
純合計額の 4つとしている．なお，航空系事業の営業支出および営業収入に減価償却費および航
空機燃料税をはじめとする一般財源からの収入等租税公課から得た収入を各々含めることは，本
論文の目的の上でも，空港運営の実態を反映させる上でも適切ではないため，ここではこれらの
項目を除外した営業支出・営業収入の合計額を利用する．また，滑走路や空港ターミナルビルを
複数所有する空港については全ての面積を合計した数字を使っている．
　表 １は本論文で使用するデータの基本統計を示したものである．各変数間の相関係数は高く，p
値は全て p = ₀.₀１＊＊＊（＊＊＊＝ １ ％有意）である．他方，投入項目と出力項目については，いずれの
項目をとっても同じ国管理空港間で規模に大きな差がみられることがわかる．データの作成にお
いては，滑走路面積と空港ターミナルビル延べ床面積は各空港ホームページ，営業支出と営業収
Inputs
滑走路面積
空港ター ミナルビル延べ床面積
営業支出
Outputs
Airports
（Decision Making Unit）
Efficiency scores
旅客取扱数
貨物取扱量
発着回数
営業収入
図 1　本論文における入出力項目の関係
出所）筆者作成．
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入は国土交通省ホームページで公開されている空港別収支，旅客取扱数，貨物取扱量，着陸回数
は国土交通省『空港状況管理調書各年度版』を参照した．
4.2　分 析 結 果
　表 2は推計結果を示したものである．はじめに単年度別の推計結果で全ての年度において θ＊＝
１ となった空港は東京国際空港，福岡空港，那覇空港，鹿児島空港，札幌丘珠空港，小松空港の
₆空港である．この ₆空港のうち，東京国際空港，福岡空港，那覇空港の 3空港はわが国の国内
幹線を担う拠点空港であり，3空港相互の需要も他の空港を凌駕している．他方，鹿児島空港，札
幌丘珠空港，小松空港は地方や地域内の航空ネットワークを支える拠点空港である．このほか隔
年度別では，2₀１2年度に熊本空港，2₀１3年度に松山空港，2₀１4年度に高松空港，松山空港，仙台
空港が θ＊＝ １ となっている．
　次いで，以上のような効率値の推移が効率性の変化によるものか，あるいは，技術変化による
ものなのかを検討するため，各年度の効率値から Malumquist 指標を導出した．EC は効率性の変
表 1　データの基本統計量と相関係数（2₀１2～2₀１4年度）
変 数 N Min Max Average S.D.
入力項目
滑走路面積（㎡） ₇₈ ₆₇,5₀₀ 2,₇2₆,4₀₀ 2₈4,₇43 5₇,₉１5
空港ターミナルビル延べ床面積（㎡） ₇₈ 3,5１5 4₈₆,₈₉₀ ₆₀,₇3₉ １2,3₆₀
営業支出（１₀₀万円） ₇₈ 2₆₆ 22１,₆₈5 １2,１₈₆ 4,１2₆
出力項目
営業収入（１₀₀万円） ₇₈ 3₀ 2₈₉,52₉ １4,₉2₆ 5,35₀
旅客取扱数（人） ₇₈ １₀2,5₇₆ ₇4,2１4,₉₈₇ ₆,１₇₈,₉24 １,5₈3,１2₉
貨物取扱量（トン） ₇₈ 2 １,₀₆₉,１₀₇ ₇5,23１ 22,3₉5
着陸回数（回） ₇₈ ₇₈ 2１2,₈₀2 25,₆₆5 4,₇₇4
滑走路面積
（㎡）
空港ター ミナルビル
延べ床面積（㎡）
営業支出
（１₀₀万円）
営業収入
（１₀₀万円）
旅客取扱数
（人）
貨物取扱量
（トン）
着陸回数
（回）
滑走路面積（㎡） １ ₀.₈5₀⁂⁂⁂ ₀.₉5₆⁂⁂⁂ ₀.₉₆１⁂⁂⁂ ₀.₉2₉⁂⁂⁂ ₀.₈₈１⁂⁂⁂ ₀.₈₆₇⁂⁂⁂
空港ター ミナルビル
延べ床面積（㎡）
₀.₈5₀⁂⁂⁂ １ ₀.₉₀₈⁂⁂⁂ ₀.₈₉5⁂⁂⁂ ₀.₉5₆⁂⁂⁂ ₀.₉43⁂⁂⁂ ₀.₉₆₉⁂⁂⁂
営業支出（１₀₀万円） ₀.₉5₆⁂⁂⁂ ₀.₉₀₈⁂⁂⁂ １ ₀.₉₉₉⁂⁂⁂ ₀.₉₇3⁂⁂⁂ ₀.₉42⁂⁂⁂ ₀.₉2₈⁂⁂⁂
営業収入（１₀₀万円） ₀.₉₆１⁂⁂⁂ ₀.₈₉5⁂⁂⁂ ₀.₉₉₉⁂⁂⁂ １ ₀.₉₆₉⁂⁂⁂ ₀.₉3₆⁂⁂⁂ ₀.₉１₉⁂⁂⁂
旅客取扱数（人） ₀.₉2₉⁂⁂⁂ ₀.₉5₆⁂⁂⁂ ₀.₉₇3⁂⁂⁂ ₀.₉₆₉⁂⁂⁂ １ ₀.₉₈3⁂⁂⁂ ₀.₉₈3⁂⁂⁂
貨物取扱量（トン） ₀.₈₈１⁂⁂⁂ ₀.₉43⁂⁂⁂ ₀.₉42⁂⁂⁂ ₀.₉3₆⁂⁂⁂ ₀.₉₈3⁂⁂⁂ １ ₀.₉₇₆⁂⁂⁂
着陸回数（回） ₀.₈₆₇⁂⁂⁂ ₀.₉₆₉⁂⁂⁂ ₀.₉2₈⁂⁂⁂ ₀.₉１₉⁂⁂⁂ ₀.₉₈3⁂⁂⁂ ₀.₉₇₆⁂⁂⁂ １
　注）⁂⁂⁂ は １ ％有意を意味している．
出所）筆者作成．
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表 2　推 計 結 果
DMU 2₀１2 2₀１3 2₀１4
EC TC Malumquist
2₀１2
⇒2₀１3
2₀１3
⇒2₀１4
Average 2₀１2
⇒2₀１3
2₀１3
⇒2₀１4
Average 2₀１2
⇒2₀１3
2₀１3
⇒2₀１4
Average
東京国際 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.１₀4 １.１１4 １.１₀₉ １.１₀4 １.１１4 １.１₀₉
新千歳 ₀.₉１2 ₀.₉24 ₀.₉１4 １.₀１3 ₀.₉₈₉ １.₀₀１ １.₀43 １.₀2₇ １.₀35 １.₀5₇ １.₀１₆ １.₀3₆
福岡 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.１34 １.₀₆１ １.₀₉₇ １.１34 １.₀₆１ １.₀₉₇
那覇 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.１₀₉ １.₀44 １.₀₇₆ １.１₀₉ １.₀44 １.₀₇₆
稚内 ₀.2₉₈ ₀.234 ₀.242 ₀.₉₆１ ₀.₉１5 ₀.₉3₈ １.₀4１ １.₀₀2 １.₀22 １.₀₀₀ ₀.₉１₇ ₀.₉5₉
釧路 ₀.5₀₆ ₀.52１ ₀.535 １.₀3１ １.₀2₆ １.₀2₈ ₀.₉₆₀ ₀.₉₉₀ ₀.₉₇5 ₀.₉₈₉ １.₀１₆ １.₀₀3
函館 ₀.₇3₈ ₀.₇5₇ ₀.₈35 １.₀25 １.１₀4 １.₀₆4 ₀.₉5₉ １.₀₀₉ ₀.₉₈4 ₀.₉₈2 １.１１4 １.₀4₈
仙台 ₀.₈₉₆ ₀.₈₉4 １.₀₀₀ ₀.₉₉₈ １.１１₉ １.₀5₈ ₀.₉₇₀ １.₀35 １.₀₀3 ₀.₉₆₈ １.１5₈ １.₀₆3
新潟 ₀.₆₉2 ₀.₇₀4 ₀.₆4₀ １.₀１₇ ₀.₉１₀ ₀.₉₆3 ₀.₉4₈ ₀.₉₉₇ ₀.₉₇3 ₀.₉₆5 ₀.₉₀₇ ₀.₉3₆
広島 ₀.₉₀₉ ₀.₈₉4 ₀.₉１₀ ₀.₉₈4 １.₀１₈ １.₀₀１ ₀.₉2₀ １.₀１₈ ₀.₉₆₉ ₀.₉₀5 １.₀3₆ ₀.₉₇₀
高松 ₀.₈5₈ ₀.₈₆₇ １.₀₀₀ １.₀１₀ １.１54 １.₀₈2 ₀.₉₇4 １.₀2₇ １.₀₀１ ₀.₉₈4 １.１₈5 １.₀₈4
松山 ₀.₉55 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀4₇ １.₀₀₀ １.₀23 １.₀１₆ ₀.₉₉5 １.₀₀₆ １.₀₆4 ₀.₉₉5 １.₀2₉
高知 ₀.₈45 ₀.₈2１ ₀.₇₈2 ₀.₉₇2 ₀.₉53 ₀.₉₆3 １.₀3₇ １.₀₀4 １.₀2₀ １.₀₀₈ ₀.₉5₆ ₀.₉₈2
北九州 ₀.₇₆3 ₀.₇₆₉ ₀.₇₀3 １.₀₀₉ ₀.₉１4 ₀.₉₆１ ₀.₉₆4 １.₀１5 １.₉₉₀ ₀.₉₇3 ₀.₉2₈ ₀.₉5₀
長崎 ₀.₈3₇ ₀.₈3₉ ₀.₈55 １.₀₀2 １.₀2₀ １.₀１１ ₀.₉₈１ １.₀１3 ₀.₉₉₇ ₀.₉₈3 １.₀33 １.₀₀₈
熊本 １.₀₀₀ ₀.₉5₇ ₀.₉4１ ₀.₉5₇ ₀.₉₈3 ₀.₉₇₀ ₀.₉₆4 ₀.₉₈₉ ₀.₉₇₇ ₀.₉23 ₀.₉₇3 ₀.₉4₈
大分 ₀.₇₇₈ ₀.₈１１ ₀.₇₈2 １.₀4１ ₀.₉₆5 １.₀₀3 ₀.₉₇5 １.₀１１ ₀.₉₉3 １.₀１5 ₀.₉₇5 ₀.₉₉5
宮﨑 ₀.₉5₈ ₀.₉１₆ ₀.₈5₆ ₀.₉5₆ ₀.₉34 ₀.₉45 １.₀43 １.₀１2 １.₀2₈ ₀.₉₉₇ ₀.₉45 ₀.₉₇１
鹿児島 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₇4 ₀.₉₉₇ １.₀3₆ １.₀₇4 ₀.₉₉₇ １.₀3₆
札幌丘珠 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀25 １.１１5 １.₀₇₀ １.₀25 １.１１5 １.₀₇₀
小松 １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ １.₀₀₀ ₀.₉₀₉ １.₀₀₉ ₀.₉5₉ ₀.₉₀₉ １.₀₀₉ ₀.₉5₉
美保 ₀.₇₀１ ₀.₈１2 ₀.₉5₈ １.１5₈ １.１₈₀ １.１₆₉ ₀.₉₆₇ １.₀₀2 ₀.₉₈5 １.１2₀ １.１₈3 １.１52
徳島 ₀.₈4₉ ₀.₈35 ₀.₈₇₀ ₀.₉₈4 １.₀42 １.₀１3 ₀.₉₆₈ １.₀2₇ ₀.₉₉₇ ₀.₉52 １.₀₆₉ １.₀１１
百里 ₀.₆5₈ ₀.₆54 ₀.₇5₉ ₀.₉₉3 １.１₆2 １.₀₇₇ ₀.₉23 ₀.₉₉₇ ₀.₉₆₀ ₀.₉１₆ １.１5₈ １.₀3₇
三沢 ₀.45₉ ₀.4₈2 ₀.4₇2 １.₀5₀ ₀.₉₇₈ １.₀１4 １.₀１2 １.₀₀₆ １.₀₀₉ １.₀₆2 ₀.₉₈4 １.₀23
岩国 ₀.2₆₉ ₀.542 ₀.4₈１ 2.₀１2 ₀.₈₈₈ １.45₀ １.₀4１ １.₀１3 １.₀2₇ 2.₀₉5 ₀.₉₀₀ １.4₉₇
化，TC は技術変化，Malumquist 指標は全体効率性の変化をあらわし， １より大きい（小さい）
数字であれば分析期間内に年平均で全体効率性が上昇した（低下した）と判断され， １であれば効
率性に変化がなかったとみなされる．2₀１2～2₀１4年度の Malumquist 指標は年平均１₀％で，分析
期間内に国管理空港の効率性は上昇傾向を辿っていることがわかる．また，全体効率性変化の構
成要素として EC・TC の平均値は 3年間で１.₀3，１.₀１であり，この間，国管理空港2₆空港では１₀％
程度の技術的効率性の増大および技術変化が生じていることが明らかになった．
　空港別にみれば， 3年間平均の全体効率性増加が大きい空港は岩国（１4.₉％），美保（１１.5％），
東京国際（１１.１％），福岡（１₀.₉％）の順で，逆に効率性が低下した空港は，新潟（- ₆ ％），熊本
（- 5 ％），北九州（- 5 ％），稚内（- 4 ％），小松（- 4 ％）の 5空港であった．このなかで，小松空
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港は単年度ベースの効率値では，全ての年度において θ＊＝ １ となったものの，Malumquist 指標
における平均では TC が₀.₉₆に止まったため，全体効率性が １以下という結果に至った．ただ，
EC は １であることから，効率性は確保されているが，その一方で技術後退が発生しているものと
とらえることができる．
　ところで，このような空港の効率性変化の推移だけでは空港の規模や特性別に効率値に違いが
あるのかどうかが明確ではない．他方で，空港の採算性と効率性との間に相違が存在するのかど
うかも明示されていない．そこで，以下では，Willcoxon の順位和検定を用いて① 3カ年平均の収
支が黒字の空港と赤字の空港，② 3カ年の平均旅客取扱数が１5₀万人以上の空港と１5₀万人以下の
空港，③3,₀₀₀メートル以上滑走路所有空港と3,₀₀₀メートル以下滑走路所有空港の 3つのカテゴ
リーに空港を区別し，各々のカテゴリーで空港別の平均効率値に差があるのか否かを検証した．
　表 3は検定結果を表示したものである．第 １に， 3カ年平均の収支が黒字の空港と赤字の空港
では，前者の方が後者に比べて効率値が高く，両者間には１₀％有意で差がみられる．従って，空
港の採算性は効率性に影響を与え，両者間には何らかの関係がみられることが判明した．第 2に，
3カ年の平均旅客取扱数が１5₀万人以上の空港と１5₀万人以下の空港では， 5 ％有意で効率値に差
があることがわかった．航空政策研究会（2₀₀₉）や引頭（2₀１１）は，空港が独立採算で運営するた
めの １つの基準として年間旅客取扱数１5₀万人以上としているが，このベンチマークは空港の効率
的運営に対する １つの目安にもなる可能性がある．第 3に，3,₀₀₀メートル以上滑走路所有空港と
3,₀₀₀メートル以下滑走路所有空港では，両者に大きな差がなく，検定結果も有意な値を示さな
かった．これは，空港施設の規模が効率性に影響を及ぼすのではなく，所与の規模で空港をどの
ように運営するかで効率値が変化することを意味している．
5.　まとめと今後の分析課題
　本論文は，2₀１2～2₀１4年度の国管理空港2₆空港のパネルデータから，DEA に基づいて空港ごと
の効率性の評価を行い，DEA から得られた効率値をもとに Malumquist 指標を導出し，効率性の
表 3　Willcoxon 順位和検定の結果
対立仮説 U 値 統計量 P-Value 判定
3カ月平均収支赤字
3₀ 2.52 ₀.₀１１₆₉１ ＊
3 カ月平均収支黒字
平均旅客取扱数１5₀人以上
１₉.5 3.2₉ ₀.₀₀１₀₀4 ＊＊
平均旅客取扱数１5₀人以下
3,₀₀₀メートル以上滑走路所有空港
5₈ ₀.１3 ₀.₈₉4₉₆4
3,₀₀₀メートル以下滑走路所有空港
注）　＊，＊＊はそれぞれ１₀％有意， 5％有意を意味している．
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時系列的変化を検証した．これらの分析から得られた空港運営改革に対する政策的含意は次の通
りである．
　第 １に，国管理空港2₆空港では分析期間内に指標は年平均１₀％全体効率性が上昇していること
が判明した．さらに，全体効率性を構成要素別に分解した結果，効率性および技術変化ともに
１₀％の増加がみられることが明らかになった．このことは，従来わが国の空港整備運営を支えて
きた空港法・社会資本整備重点計画・空港整備勘定という制度が解体され，その一方で近隣諸国
との空港間競争や利用者ニーズの高質化・多様化に対応するため，各空港は少なからず運営面で
工夫を凝らし，運営パフォーマンスを向上させていることを意味している．
　第 2に，効率値の推移は2₆空港間で相違がみられ，主に分析期間内に新規開港や新規ターミナ
ルの開設によって旅客取扱数，貨物取扱量，着陸回数を増大させた空港で効率性が上昇している．
他方，新潟，熊本，北九州，稚内のような空港の効率値は減少しており，これらの空港では旅客
取扱数，貨物取扱量，着陸回数が各年度とも前年を下回っている．すなわち，空港の効率性を引
き上げるには，旅客取扱数，貨物取扱量，着陸回数の増加は欠かせない要素であり，空港ターミ
ナルビルの改良や各種インセンティブ政策と連動した運営の改善が望まれる．
　第 3に，空港収支と空港の効率性は連動していることが判明した．空港の運営権委譲をすすめ，
民間の利潤最大化行動のもとに空港運営を行うことは，空港の運営パフォーマンスの向上にも寄
与すると言える．
　第 4に，空港別の効率値は，空港の年間平均旅客取扱数別で差があり，そのベンチマークは航
空政策研究会（2₀₀₉）によって，空港が独立採算で運営するための基準となる年間旅客取扱数１5₀
万人以上であることが判明した．言い換えれば，これは空港が独立採算で効率的に運営するため
の目安とも言え，国管理空港の運営権の委譲はこの基準を満たす空港から検討すれば良いことが
わかる．
　第 5に，空港施設の規模は効率値に影響を及ぼさないことが明らかになった．これは過去の滑
走路等に対する設備投資が要因となっているのではなく，むしろ所与の規模でどの程度運営面で
の効率化を達成するべきかに視点を置かなければならないことを示している．
　最後に，本論文で残された課題として，次の 3点をあげて結びとしたい． １つ目に，本論文の
分析は2₀１2～2₀１4年度という直近の 3年間という限られた期間を分析の対象としているため，サ
ンプル数が限定されている．空港の効率性の評価を行うには，長期的な視野から分析を試みるこ
とが重要で，今回の結果はあくまで参考程度に止めるべきである． 2つ目に，わが国の国管理空
港では航空系事業と非航空系事業が別々の組織によって運営されている．そのため，今回の分析
では両者の関係が ｢ブラックボックス｣ になっており，効率，あるいは非効率が航空系事業と非
航空系事業のどちらで生じているのかを明確にできなかった．データの制約はあるが，将来的に
は例えば，ダイナミックネットワーク DEA 等を用いてこの課題に対処していかなければならな
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い．第 3に，本論文の分析対象は国管理空港2₆空港に限定したが，地方管理空港においても同様
に空港運営改革が推進されている．そのため，地方管理空港を含めた評価も検討すべきである．
これらは今後の分析課題としたい．
参 考 文 献
引頭雄一（2₀１１）「空港インフラの有効活用の方向性─民間の能力を活用した国管理空港等に関する法律
（案）を受けて─」『運輸と経済』，財団法人運輸調査局，第₇2巻第 ₇ 号，4₇⊖5₆ページ．
小熊仁・塩見英治（2₀１3）「日本における空港制度改革と空港運営の課題」『東アジア経済経営学会誌』，
東アジア経済経営学会，第 ₆ 号， １ ⊖１5ページ．
尾関純哉（2₀₀₈）「Malumquist 指数を用いた地方空港の生産英変化の計測」『日本経済研究』，日本経済
研究センター，No. 5₉，22⊖4１ページ．
田邉勝巳（2₀１3）｢空港への民間活力の導入と課題｣『交通学研究』，日本交通学会，2₀１2年度研究年報，
１₇⊖24ページ．
横見宗樹（2₀₀3）「民営化空港の技術的効率性の評価─ BAAplc を事例として─」『運輸政策研究』，財団法
人運輸政策研究機構，Vol. ₆，No. 3， 2 ⊖ ₈ ページ．
横見宗樹（2₀₀₈）｢日本の地方空港における効率的な所有・運営体系の日英比較に基づく実証的研究｣『交
通学研究』，日本交通学会，2₀₀₇年度研究年報，22１⊖23₀ページ．
 Charnes, A., W. W. Cooper & E. Rhodes （１₉₈4），“Measuring the Efficiency of Decision Making Units, 
”European Journal of Operational Research, 2, 42₉⊖444.
Doganis, R.（１₉₉2），The Airport Business, Routledge（木谷直俊訳（１₉₉4）『エアポート・ビジネス』成
山堂書店）．
Hong Kan Tsui, W., H. Ozer Balli, A. Gilbey ＆ G. Hamish（2₀１4），“Operational efficiency of Asia-Pacific 
airports”, Journal of Air Transport Management, 4₀, pp. １₆⊖24. 
Maeques, R. C.（2₀１１）, “Together or separately?　The efficiency and market structure of Portuguese 
airports”, Journal of Air Transport Management, １₇, pp. １3₆⊖１3₉. 
Tatje, G. E. ＆ C. A. K. Lovell （１₉₉5），“A Note on the Malumquist Productivity Index”, Economic Letters, 
Vol. 4₇, No. 2, pp. １₆₉⊖１₇5.
Ülkü, T. （2₀１5），“A comparative efficiency analysis of Spanish and Turkish airports”, Journal of Air 
Transport Management, 4₆, pp. 5₆⊖5₈. 
Yoshida, Y. ＆ H. Fujimoto（2₀₀4）， “Japanese airport benchmarking with the DEA and endogenous-
weight TFP methods: testing the criticism of overinvestment in Japanese regional airport”, 
Transportation Research Part E, Vol. 4₀, Issue ₆, pp. 533⊖54₆.
（金沢大学人間社会研究域助教　博士（経済学））

